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デフレ不況から脱却するため、住宅・土地など資産の活用による経済活性化を後押し。  

 

 

 

 
 
 
 

 

○ 持ち直している景気情勢に十分配慮。 

 ⇒ 平成16年分については、平成15年分と同じ制度で延長。 

 

○ 計画的な持家の取得を支援。 

 ⇒ 平成 17 年分から平成 20 年分について、高額ローンも対象とする制度から、中堅層

のローン水準を対象とする制度に減税を重点化しながら延長。 

住宅ローン減税 

５０ ５０ ５０ ５０ ５０ ５０ ５０ ５０ ５０ ５０

（単位：万円）

４０ ４０ ４０ ４０ ４０ ４０ ４０ ４０

２０ ２０

（単位：万円）

３０ ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ ３０

１５ １５ １５

（単位：万円）

２５ ２５ ２５ ２５ ２５ ２５
１２．５ １２．５ １２．５ １２．５

（単位：万円）

２０ ２０ ２０ ２０ ２０ ２０

　7～10年目 ０．５％ （単位：万円）

（ローン残高）
～2,500万円

１．０％　1～6年目

（ローン残高）
～2,000万円

　7～10年目
　1～6年目

（ローン残高）
～3,000万円

（ローン残高）
～5,000万円

（ローン残高）

１．０％

　1～8年目 １．０％
　9・10年目 ０．５％

　1～7年目 １．０％
　8～10年目 ０．５％

～4,000万円

　1～10年目

１

６

１０ １０１０ １０

３ ４

５

５１ ２

１０ 年目７

１０

８ ９

年目７ ８ ９

６

６

６

１ ２ ３ ４

２ ３ ４ ５

年目９ １０

７ １０ 年目８ ９

７ ８１ ２ ３ ５４

３ ４

１．０％
０．５％

１ ２ ９ １０ 年目５ ６ ７ ８

平成16年居住分

平成17年居住分

平成18年居住分

平成19年居住分

平成20年居住分

【改正案】
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○ 住宅の価格が下がって困っている方の住み替え、新生活への再出発を支援。 

 ⇒ 現在住んでいる住宅を譲渡した場合に発生した損失を、一定の要件のもと住宅を売

った年及びその後３年間の総所得から控除できる制度を拡充・創設。 

居住用財産の譲渡損失の繰越控除 

【 改正案 】 
１．居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の繰越控除制度について、譲渡資産に係る住宅ロー

ンの残高がない場合を適用対象に追加したうえ、適用期限を３年延長。��

　

譲渡資産 
［所有期間5年超］ 

　

買換資産 
 買い換え 

譲渡損失の金額 
（取得費（償却費相当額を控除）＋譲渡費用－譲渡価額）

その年及び翌年以後3年間の 

損益通算・繰越控除が可能 

繰越控除は、合計所得金額が 
3,000万円以下の年に限る。 

２．買換えの場合に加え、借家に住み替える等の場合についても、譲渡価額を上回る住宅ローン

残高がある場合には、その差額を限度として、譲渡損失の繰越控除を認める制度を創設。 

住宅ローンの残高あり 
↓ 

【改正案】住宅ローンの残高が

なくても対象に 

住宅ローンあり 

　

譲渡資産 
［所有期間5年超］ 

譲渡価額を上回る 
住宅ローン残高あり 

譲渡損失の金額（「ローン残高－譲渡価額」を限度） 

譲渡 
買換資産なし 

（借家に住み替え等）
 

その年及び翌年以後3年間の 

損益通算・繰越控除が可能 

繰越控除は、合計所得金額が 
3,000万円以下の年に限る。 
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 土地、建物の譲渡所得 （参考）株式譲渡所得 

○ 税 率 

 

【現行】長期 26％(所得税 20％・住民税 6％)

⇒【改正案】20％(所得税 15％・住民税 5％)  

 

 

原則20％（所得税15％・住民税5％） 

 

 

○ 他の所得との損益通算 

 

【現行】可 ⇒【改正案】不可 

 

不可 

○ 各種特別控除 

 

【現行】あり 

⇒【改正案】100万円特別控除は廃止 

      その他の特別控除は存置 

 

なし 

○ 長期・短期の区分 

 

【現行】あり 

⇒【改正案】区分は存置 

      短期52％ → 39％ 

 

なし 

  ※ これらの改正のうち、税率の引下げは平成 16 年１月１日以後の譲渡について適用し、損益通算及び 100 万円特

別控除の廃止は平成16年分以後の所得税及び平成17年度分以後の個人住民税について適用。 

 

 

○ 株式に対する課税とのバランスを考慮しつつ、土地取引の活性化を後押し 

 ⇒ 土地譲渡益の税率を、株式などの他の資産から生ずる所得と同様20％（現行26％）

に引下げ。 

土地譲渡益課税 
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 公募株式投資信託 （参考）上場株式・ＥＴＦ等 

○ 譲 渡 所 得 

 

【現行】26％申告分離課税 

（所得税20％・住民税6％） 

⇒【改正案】20％申告分離課税 

     （所得税15％・住民税5％） 

 

※ 平成19年12月31日までは、10％ 

(所得税7％・住民税3％) 

 

 

 

20％申告分離課税(所得税15％・住民税5％)

 

 

※ 平成19年12月31日までは、10％ 

(所得税7％・住民税3％) 

 
特定口座での

取扱い 

 

【現行】× ⇒【改正案】○ 

 

※ 銀行等においても特定口座の開設を可能に。

 

○ 

 
譲渡損失の 

繰越控除 

 

【現行】× ⇒【改正案】○ 

 

○ 

○ 配 当 所 得 

 

20％源泉徴収(所得税15％・住民税5％) 

 

※ 平成20年３月31日までは、10％ 

  （所得税7％・住民税3％） 

 

 

20％源泉徴収(所得税15％・住民税5％) 

 

※ 平成20年３月31日までは、10％ 

  （所得税7％・住民税3％） 

 

 申告不要 

 

適  用 

（上限なし） 

 

適  用 

（上限なし） 

 配当控除 適  用（１／２） 

 

適  用 

 

 

○ 金融資産性所得に対する課税の一体化、簡素化に向けた取組みを更に進め、身近な投

資商品である投資信託をさらに利用しやすく。 

 ⇒ 公募株式投資信託の譲渡益に対する税率を上場株式並みの10％に引下げ。譲渡損失

は３年繰越控除の対象に。 

金融・証券税制 



将来の日本経済発展の鍵を握る中小企業、ベンチャー企業を思い切って支援。

１　エンジェル税制の拡充

２　非上場株式の譲渡益課税の税率引下げ 　

【改正案】【現　行】

　　　 26％（所得税20％、住民税６％） 20％（所得税15％、住民税５％）

○　ベンチャー企業への投資を促進し、起業家の資金調達を支援
　⇒　エンジェル税制の対象となるベンチャー企業の拡大、非上場株式の譲渡益
　　に対する税率の引下げ（26％→20％）により、ベンチャー投資の魅力を向上。

ベンチャー支援

投資事業
有限責任
組合

①従来の特定中小会社
（中小ベンチャー法の特定中小
　企業者である株式会社）

②ベンチャー企業

③グリーンシート･
　 エマージング区分
　 の株式会社

ベンチャー企業

※　いずれも次の要件 を
　満たすもの
　・　公開会社でないこと
　・　設立後10年以内であること
　・　大規模会社の子会社でない
　　こと
　①については、上記のほか、
　試験研究費及び外部資本に
　関する要件がさらに課せられ
　るが、②③については不要と
　する。

個人投資家
（エンジェル）

　　　【改正案】
　　②、③を追加

※ 平成16年４月１日
　以後に払込みによ
　り取得する特定株
　式について適用

投資額について、
同一年分の株式
譲渡益から控除

譲渡益が発生した場合

譲渡益(税負担）を２分の１に軽減

＜要件＞
【現　行】
　○上場前３年超所有、かつ、
　　上場後３年以内の譲渡

【改正案】
  ○上場後に譲渡する場合
　　・譲渡前３年超所有、かつ、
　　　上場後３年以内の譲渡
 

  ○上場前に譲渡する場合（新設）
　　・譲渡前３年超所有、かつ、
　　　Ｍ＆Ａ等による譲渡

上場前に譲渡損失等が発生した場合

翌年以後３年間の繰越控除が可能

※平成16年１月１日以後に行う非上場株式の譲渡による所得
　について適用

証券会社

※ 平成16年４月１日以後に行う
　特定株式の譲渡について適用
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○ 中小企業の経営者の世代交代に伴う事業の承継を円滑化 

 ⇒ 中小同族株の相続税の軽減特例を拡充するとともに、非上場株式に対する譲渡益課

税を軽減し、事業承継を支援。 

事業承継の円滑化 

１．中小同族株の相続税の課税価格の特例の対象となる中小同族株式等の価額の上限を10億円（現

行3億円）に引上げ。

【 改正案 】 

取引相場のない株式等 についての相続税の課税価格の計算の特例 

小規模宅地等 についての相続税の課税価格の計算の特例 

 ○ 次の株式等の課税価格を減額（▲10％） 

・ 一定の中小同族法人の株式等 

（発行済株式総数の2/3以内で、かつ、限度額：【現行】3億円 ⇒【改正案】10億円） 

 ○ 次の宅地等の課税価格を減額 

・ 事業用の宅地等（事業継続：400㎡まで▲80％、その他：200㎡まで▲50％） 

・ 居住用の宅地等（居住継続：240㎡まで▲80％、その他：200㎡まで▲50％） 

山林（林地及び立木） についての相続税の課税価格の計算の特例 

○ 次の山林の課税価格を減額（▲ 5％） 

・ 森林施業計画に基づき施業されている林地及び立木 

 ＊ 今回の改正の一環として、幼齢立木を中心に評価を見直し 

納
税
者
の
選
択 

(注)

（注）選択した一の特例の適用部分がその特例の上限に満たない場合、その満たない割合分まで他の特例の併用が可能。

２．非上場株式の譲渡益に対する税率を20％（所得税15％・住民税5％）に引下げ。 

３．非上場株式（相続財産）をその発行会社に譲渡した場合のみなし配当課税の特例を創設。 

相続税納税のための自己株式売却を容易にすることにより、第三者への経営権の分散を防止し、

事業承継を円滑化。 

会
社
へ
の
譲
渡
価
額

留保利益に
当たる部分

資本金等に
当たる部分

【現行】
みなし配当
総合課税
最高50％

【改正案】
株式譲渡益

申告分離課税
20％

⇒

（株式譲渡益課税とすることの効果）
・ 20％申告分離課税
　　　非上場株式の譲渡益に対する税率を26％

　　　から20％に引下げ

・ 相続税額の取得費加算特例の適用
・ 配当に係る源泉徴収不要（相続税の申告期限後３年以内の譲渡）
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金融・産業の構造改革を促進し、企業の競争力を強化。 

 

 

 

 

 

 
 

0 1 2 3 4 5 6 7

繰越期間の延長により
６・７年目の所得との相
殺が可能となる

 

 

 

 

 

○ 不良債権処理や事業の再構築を思い切って進める企業を支援し、金融・産業の一体的

再生を促進。 

○ 創業や新規事業の立上げなど赤字を伴う企業活動を支援。 

 

⇒ 欠損金の繰越期間を５年から７年に延長。 

これに併せ、帳簿書類の保存期間及び除斥期間を延長。 

欠損金の繰越期間の延長 

（注）平成13年４月１日以後に開始した事業年度に生じた欠損金について適用。 

 

○ 連結納税制度の活用を促し、企業の事業再編を支援。 

連結付加税の廃止 

（注）連結付加税は、平成14年度税制改正において、連結納税制度の創設に伴い、２年間の措置として導入

（付加税率２％）。 

（年） 

所
得 

欠
損 

一時に多額の欠損金の発生 

・ 不良債権処理 
・ 事業の再構築（不採

算部門の整理等） 
・ 創業 
・ 新規事業の立上げ 
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年金収入 
【現行】 

(平成 16 年まで)

 

 

【改正案】 

(平成 17 年から) 

（参考） 

サラリーマン世帯

365万円(夫285万円(注1)、専業主婦80万円) 税負担なし 
 

６万円 10万円 

285万円(夫205万円(注1)、専業主婦80万円) 税負担なし 
 

税負担なし ６万円 

 【現 行】 【改正案】 

他の企業年金がない場合 
3.6万円 

（年額43.2万円） 

4.6万円 

（年額55.2万円） 

企業型 

他の企業年金がある場合 
1.8万円 

（年額21.6万円） 

2.3万円 

（年額27.6万円） 

個人型 企業年金がない場合 
1.5万円 

（年額18.0万円） 

1.8万円 

（年額21.6万円） 

 

○ 世代間及び高齢者間の公平を確保。 

 ⇒ ・ 公的年金等控除の65歳以上の者の上乗せ措置を廃止。 

   ・ 老年者控除を廃止 

 

○ 標準的又はそれ以下の年金だけで暮らしているお年寄りの方には十分に配慮。 

 ⇒ 老年者特別加算として、65 歳以上の者の公的年金等控除の最低保障額を 50 万円加

算する特例措置を講ずる。 

公的年金等控除・老年者控除の見直し 

年金収入世帯の所得税負担の変化 

（注）１．課税最低限 

年金収入世帯：【現行】285.5万円 ⇒【改正案】205.3万円 

（参考）サラリーマン世帯：156.6万円 

２．モデル年金：〔夫〕厚生年金（基礎年金含む）203.5万円〔妻(専業主婦)〕国民年金79.7万円 

若い世代もお年寄りも、収入に応じた公平な負担をお願いするため、年金税制の見直し。

 

○ 自助努力を支援する観点から、確定拠出年金制度の拠出限度額を引上げ。 

確定拠出年金制度の拠出限度額の引上げ 












